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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　主弁及びパイロット弁を備え蒸気管に設けられる蒸気止め弁と、
　前記蒸気止め弁の弁本体に設けられている弁座よりも蒸気流の下流側の前記弁本体の外
周面に設けられている集音棒と、
　前記集音棒の他端部に設けられている集音器と、
　前記集音器に接続され、該集音器により集音された音及び低周波音および高周波音の変
動音圧の周波数を解析し、その音及び低周波音および高周波音の変動音圧の周波数から前
記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の何れの弁からの蒸気漏れかを判別し検知する解
析装置と、を備えていることを特徴とする蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項２】
　前記集音棒は、前記弁本体の外周面を覆っている保温層を貫通してその外方に突出され
ていることを特徴とする請求項１に記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項３】
　前記集音棒および前記集音器は、前記弁本体の外周面の周方向の少なくとも３箇所以上
の複数箇所に所定の間隔で設けられていることを特徴とする請求項１または２に記載の蒸
気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項４】
　前記集音棒は、熱伝導率の低い耐熱性を有する金属製の棒材により構成されていること
を特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
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【請求項５】
　前記集音棒は、直径が５ｍｍ～１５ｍｍの中実棒とされていることを特徴とする請求項
１ないし４のいずれかに記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項６】
　前記集音器は、前記集音棒の外端部に対して着脱自在に設置されていることを特徴とす
る請求項１ないし５のいずれかに記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項７】
　前記解析装置は、前記集音器によって集音された低周波音および高周波音の変動音圧の
振動数と振幅を計測し、その計測値と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係か
ら、蒸気漏れによる弁開度相当値が推定可能な構成とされていることを特徴とする請求項
１ないし６のいずれかに記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システム。
【請求項８】
　前記解析装置は、前記弁本体の外周面の周方向の少なくとも３箇所以上の複数箇所に設
置された前記集音棒および前記集音器により集音された音から、前記蒸気止め弁の主弁ま
たはパイロット弁の中心の前記弁座の中心からのずれの程度、方向が把握可能な構成とさ
れていることを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監
視システム。
【請求項９】
　主弁及びパイロット弁を備える蒸気止め弁の弁本体に設けられている弁座よりも蒸気流
の下流側の前記弁本体の外周面に、集音棒を介してその一端部に前記弁本体内を流れる蒸
気の流動音を集音する集音器と、前記集音器に接続され、該集音器により集音された音及
び低周波音および高周波音の変動音圧の周波数を解析し、その音及び低周波音および高周
波音の変動音圧の周波数から前記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の何れの弁からの
蒸気漏れかを判別し検知する解析装置と、を設置し、
　前記蒸気止め弁の閉鎖時、前記集音棒および前記集音器を介して集音された音を前記解
析装置で解析することにより、その音の周波数から前記蒸気止め弁の前記主弁及び前記パ
イロット弁の蒸気漏れを検知することを特徴とする蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法。
【請求項１０】
　前記集音棒および前記集音器により集音された低周波音および高周波音の周波数やその
変動音圧の振動数と振幅から、前記蒸気止め弁の蒸気漏れやその部位および程度を定量的
に検知し、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係に基づいて、弁開度相当値を推
定することを特徴とする請求項９に記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法。
【請求項１１】
　前記集音棒および前記集音器が周方向の少なくとも３箇所以上の複数箇所に設置され、
それらから集音された音から、前記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の中心の前記弁
座の中心からのずれの程度、方向が把握可能とされていることを特徴とする請求項９また
は１０に記載の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蒸気管に設けられている蒸気止め弁からの蒸気漏れを監視できるようにした
蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムおよび監視方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、蒸気タービン発電プラントにおいては、蒸気発生器であるボイラにより生成さ
れた蒸気を蒸気タービンに供給する蒸気管中に、蒸気止め弁が設けられている。この蒸気
止め弁は、蒸気タービンの停止時に、ボイラからタービンへの蒸気の供給を遮断するため
のものであり、弁本体に設けられている弁座に対して押圧されることにより蒸気の流路を
遮断する主弁と、この主弁内に設けられている少量の蒸気を流通するパイロット流路を開
閉するパイロット弁とを備えた構成とされている。
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【０００３】
　この蒸気止め弁の主弁およびパイロット弁は、運転時、５００～６００℃程度の高温・
高圧の蒸気に晒されることから、経年変化により主弁およびパイロット弁の中心が弁座の
中心から位置ずれしたり、主弁およびパイロット弁に酸化スケールが付着したりすること
がある。この場合、蒸気止め弁の閉鎖時、主弁およびパイロット弁と弁座間に微小隙間が
生じ、蒸気を完全に遮断できなくなり、蒸気漏れが発生する原因となる。蒸気漏れの発生
により、タービン停止時に、本来停止すべきタービンロータが数十～数百ｒｐｍで回転す
る場合があり、特に、タービン停止過程のターニング中に蒸気漏れが生じると、いつまで
もタービンの停止が完了しないターニング離脱現象という不都合が発生する。
【０００４】
　主弁およびパイロット弁は、Ｆｅ－Ｃｒ－Ｍｏ系の高温耐久材製とされており、通常は
数年毎に開放点検を行い、弁や弁座のラッピングや弁軸中心の調整を行うことにより健全
性を維持するようにしているが、実際の蒸気遮断性の確認は、運用時に蒸気漏れ発生の有
無を見て最終確認しているのが実態である。つまり、現状において、蒸気止め弁の蒸気漏
れを直接的に検知する手段はなく、間接的に検知する手段として、主弁・パイロット弁の
下流の圧力差あるいは弁本体の金属部分の温度上昇を計測することにより、蒸気漏れの発
生を推定しているというのが実態である。
【０００５】
　一方、発電プラントの逃し弁や安全弁の蒸気漏れを監視する漏洩監視装置として、特許
文献１に示されるように、弁の漏れを検出する振動検出器と、その振動信号の所定帯域の
波形のＲＭＳ値を逐次的に求めるバンドパスフィルタ付実効値変換器と、この実効値変換
器からの入力信号に基づいてランプ信号を作るランプ信号発生器と、ランプ信号発生器の
ランプ信号と実効値変換器の出力信号を比較し、実効値変換器の出力信号がランプ信号よ
り大きいことを条件に蒸気漏れの警報を表示するようにしたものが提供されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６０－４９２３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記の如く、蒸気漏れを間接的に検知する圧力センサや温度センサあるいは振動検出器
を用いたものでは、蒸気漏れ量が或る程度大きくなって、圧力差や弁本体の温度上昇ある
いは弁本体や配管等のマス系の振動等が顕著に変化しないと、精度よく蒸気漏れを検知す
るのは難しく、実際には、ターニング離脱現象発生等の不都合が発生した時点で対策を実
行しているのが実情であった。このため、急遽メンテナンスを計画して実施する必要が生
じる等、計画的なメンテナンスのタイミングに合わせて蒸気止め弁の軸心調整やスケール
除去等を実施することができず、その結果、タービンの稼働率を低下させることになる等
の課題があった。
【０００８】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、蒸気止め弁の蒸気漏れやそ
の部位、程度等を定量的に高精度で検知することができる蒸気止め弁の蒸気漏れ監視シス
テムおよび監視方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記した課題を解決するために、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムおよび監
視方法は、以下の手段を採用する。
　すなわち、本発明にかかる蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、主弁及びパイロット
弁を備え蒸気管に設けられる蒸気止め弁と、前記蒸気止め弁の弁本体に設けられている弁
座よりも蒸気流の下流側の前記弁本体の外周面に設けられている集音棒と、前記集音棒の
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他端部に設けられている集音器と、前記集音器に接続され、該集音器により集音された音
及び低周波音および高周波音の変動音圧の周波数を解析し、その音及び低周波音および高
周波音の変動音圧の周波数から前記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の何れの弁から
の蒸気漏れかを判別し検知する解析装置と、を備えていることを特徴とする。
【００１０】
　蒸気止め弁の主弁やパイロット弁の上流側での蒸気圧力は、数ＭＰａ程度の高圧である
ため、蒸気止め弁の閉鎖時に蒸気漏れが発生した場合、それが微小量であっても勢いのあ
る「シュー」という異常発信音を伴う。本発明によれば、この発信音を蒸気止め弁の弁本
体の弁座よりも蒸気流の下流側の弁本体の外周面に設置される集音棒およびその他端部に
設けられる集音器を介して集音し、該音を集音器に接続された解析装置で解析することに
よって、その周波数から蒸気止め弁の蒸気漏れ等を高精度で検知することができる。従っ
て、蒸気止め弁の閉鎖時の蒸気漏れ（内部リーク）等を発生し始めの初期段階で的確に検
知し、それに基づき計画的にメンテナンスを実施することによって、蒸気止め弁の主弁や
パイロット弁の弁軸中心の位置ずれ調整やスケールの除去を行い、その機能を回復させる
ことができるとともに、突然のメンテナンスを回避することより、蒸気を利用するプラン
ト等の稼働率を高めることができる。
　また本発明によれば、解析装置が、集音器により集音された低周波音および高周波音の
変動音圧の周波数から、蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の何れの弁からの蒸気漏れ
かが判別可能な構成とされているため、蒸気漏れの発生原因が、主弁またはパイロット弁
の何れの弁の調整不良あるいはスケール付着によるものかを的確に把握することができる
。このように、蒸気漏れの原因を的確に把握することにより、メンテナンスを的確化、容
易化することができる。
【００１１】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上記の蒸気止め弁の蒸気漏れ
監視システムにおいて、前記集音棒は、前記弁本体の外周面を覆っている保温層を貫通し
てその外方に突出されていることを特徴とする。
【００１２】
　本発明によれば、集音棒が、弁本体の外周面を覆っている保温層を貫通してその外方に
突出されているため、弁本体の外周全体が保温層により覆われ、断熱されているが、この
保温層を貫通して集音棒を設けることにより、保温層に遮られることなく、弁本体内部か
らの蒸気漏れに伴う異常発信音を、集音棒を介して取り出すことができる。従って、保温
層の設置に係わりなく、蒸気止め弁の蒸気漏れ等を高精度で検知することができる。
【００１３】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記集音棒および前記集音器は、前記弁本体の外周面
の周方向の少なくとも３箇所以上の複数箇所に所定の間隔で設置されていることを特徴と
する。
【００１４】
　本発明によれば、集音棒および集音器が、弁本体の外周面の周方向の少なくとも３箇所
以上の複数箇所に所定の間隔で設置されているため、蒸気漏れに伴う異常発信音の弁軸に
対する周方向の偏りを検知することができるとともに、蒸気止め弁の主弁やパイロット弁
の中心の弁座中心からのずれの程度、方向を評価することができる。従って、経時的に弁
軸中心のずれが拡大しているか否か等を把握し、計画的なメンテナンスにより適切なタイ
ミングで弁軸中心のずれを再調整することができるとともに、その再調整を容易化するこ
とができる。また、この機能を利用して、蒸気止め弁を僅かに開けて意図的に蒸気をリー
クさせ、複数の集音棒および集音器で集音された音の振動数や振幅のアンバランスを小さ
くするように調整することにより、主弁やパイロット弁の弁軸中心のずれが規定値内であ
ることを確認できるため、蒸気止め弁の信頼性を向上することができる。
【００１５】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
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の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記集音棒は、熱伝導率の低い耐熱性を有する金属製
の棒材により構成されていることを特徴とする。
【００１６】
　本発明によれば、集音棒が、熱伝導率の低い耐熱性を有する金属製の棒材により構成さ
れているため、高温・高圧の蒸気が流通する蒸気止め弁の弁本体から集音棒を介して他の
機器類に伝達される熱量を極力抑制することができる。従って、集音棒に接続される機器
類の熱劣化を防止することができると同時に、その耐熱性能を緩和することができる。
【００１７】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記集音棒は、直径が５ｍｍ～１５ｍｍの中実棒とさ
れていることを特徴とする。
【００１８】
　本発明によれば、集音棒が、直径が５ｍｍ～１５ｍｍの中実棒とされているため、集音
棒を介して他の機器類に伝達される熱量を極力抑制することができるとともに、集音棒で
の音の低下を防ぐことができる。つまり、集音棒が太くなると、その断面積に比例して熱
伝導量が増加し、他の機器類に対して悪影響及ぼすことになり、また、集音棒の太さが５
ｍｍ以下になると、音の伝達が急激に低下する。従って、集音棒の径を５ｍｍ～１５ｍｍ
の適正な太さとすることにより、音の検知性能を十分に確保することができる。
【００２３】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記集音器は、前記集音棒の外端部に対して着脱自在
に設置されていることを特徴とする。
【００２４】
　本発明によれば、集音器が、集音棒の外端部に対して着脱自在に設置されているため、
蒸気止め弁の蒸気漏れを確認するとき以外のプラント等の運転時に、集音器を集音棒から
取り外しておくことができる。従って、振動、熱等による集音器等の計測機器の劣化を抑
制し、本監視システムの長寿命化を図ることができる。
【００２７】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記解析装置は、前記集音器によって集音された低周
波音および高周波音の変動音圧の振動数と振幅を計測し、その計測値と、事前に把握され
ている漏れ蒸気量との相関関係から、蒸気漏れによる弁開度相当値が推定可能な構成とさ
れていることを特徴とする。
【００２８】
　本発明によれば、解析装置が、集音器によって集音された低周波音および高周波音の変
動音圧の振動数と振幅を計測し、その計測値と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相
関関係から、蒸気漏れによる弁開度相当値が推定可能な構成とされているため、集音した
音の変動音圧の振動数と振幅の計測値と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係
に基づいて、蒸気漏れによる弁開度相当値を推定することにより、弁軸中心のずれやスケ
ールの付着に起因し、主弁およびパイロット弁とその弁座との間にどの程度の隙間（弁開
度相当値）が生じているかを推定することができる。従って、この弁開度相当値に基づい
てメンテナンスを実施するタイミングを適切に決定することにより、蒸気を利用するプラ
ント等の稼働率を最大化することができる。
【００２９】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムは、上述のいずれかの蒸気止め弁
の蒸気漏れ監視システムにおいて、前記解析装置は、前記弁本体の外周面の周方向の少な
くとも３箇所以上の複数箇所に設置された前記集音棒および前記集音器により集音された
音から、前記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の中心の前記弁座の中心からのずれの
程度、方向が把握可能な構成とされていることを特徴とする。
【００３０】
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　本発明によれば、解析装置が、弁本体の外周面の周方向の少なくとも３箇所以上の複数
箇所に設置された集音棒および集音器により集音された音から、蒸気止め弁の主弁または
パイロット弁の中心の弁座の中心からのずれの程度、方向が把握可能な構成とされている
ため、蒸気漏れに伴う発信音の弁軸に対する周方向の偏りを検知することができるととも
に、蒸気止め弁の主弁やパイロット弁の中心の弁座中心からのずれの程度、方向を評価す
ることができる。従って、経時的に弁軸中心のずれが拡大しているか否かを把握し、計画
的なメンテナンスにより適切なタイミングでその再調整を行うことができるとともに、そ
の再調整を容易化することができる。また、この機能を利用して、蒸気止め弁を僅かに開
けて意図的に蒸気をリークさせ、複数の集音棒および集音器で集音された音の振動数や振
幅のアンバランスを小さくするように調整することにより、主弁やパイロット弁の弁軸中
心のずれが規定値以内であることを確認できるため、蒸気止め弁の信頼性を向上すること
ができる。
【００３１】
　さらに、本発明にかかる蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法は、主弁及びパイロット弁を備
える蒸気止め弁の弁本体に設けられている弁座よりも蒸気流の下流側の前記弁本体の外周
面に、集音棒を介してその一端部に前記弁本体内を流れる蒸気の流動音を集音する集音器
と、前記集音器に接続され、該集音器により集音された音及び低周波音および高周波音の
変動音圧の周波数を解析し、その音及び低周波音および高周波音の変動音圧の周波数から
前記蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の何れの弁からの蒸気漏れかを判別し検知する
解析装置と、を設置し、前記蒸気止め弁の閉鎖時、前記集音棒および前記集音器を介して
集音された音を前記解析装置で解析することにより、その音の周波数から前記蒸気止め弁
の前記主弁及び前記パイロット弁の蒸気漏れを検知することを特徴とする。
 
【００３２】
　本発明によれば、蒸気止め弁の弁本体に設けられている弁座よりも蒸気流の下流側の弁
本体の外周面に、集音棒を介してその一端部に弁本体内を流れる主蒸気の流動音を集音す
る集音器を設置し、蒸気止め弁の閉鎖時、集音棒および集音器を介して集音された音を解
析装置で解析することにより、その音の周波数から蒸気止め弁の蒸気漏れを検知するよう
にしているため、蒸気止め弁を閉鎖した時、蒸気漏れが発生した場合、それが微小量であ
っても勢いのある「シュー」という異常発信音を伴うことから、その音を集音棒および集
音器を介して集音し、解析装置で解析することにより、その周波数から蒸気止め弁の蒸気
漏れ等を高精度で検知することができる。従って、蒸気止め弁の閉鎖時の蒸気漏れ（内部
リーク）を発生し始めの初期段階で的確に検知し、それに基づき計画的にメンテナンスを
実施することにより、蒸気止め弁の主弁やパイロット弁の弁軸中心の位置ずれ調整やスケ
ールの除去を行い、その機能を回復させることができるとともに、蒸気を利用するプラン
ト等の稼働率を高めることができる。
【００３３】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法は、上記の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視
方法において、前記集音棒および前記集音器により集音された低周波音および高周波音の
周波数やその変動音圧の振動数と振幅から、前記蒸気止め弁の蒸気漏れやその部位および
程度を定量的に検知し、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係に基づいて、弁開
度相当値を推定することを特徴とする。
【００３４】
　本発明によれば、集音棒および集音器により集音された低周波音および高周波音の周波
数やその変動音圧の振動数と振幅から、蒸気止め弁の蒸気漏れやその部位および程度を定
量的に検知し、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係に基づいて、弁開度相当値
を推定するようにしているため、集音した音の周波数に基づいて蒸気止め弁の蒸気漏れを
検知することができるとともに、定量的に検知した変動音圧の振動数および振幅の計測値
と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係に基づき、蒸気漏れによる弁開度相当
値を推定することによって、弁軸中心のずれやスケールの付着に起因し、主弁およびパイ
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ロット弁とその弁座との間にどの程度の隙間（弁開度相当値）が生じているかを推定する
ことができる。従って、この弁開度相当値に基づいて、メンテナンスを実施するタイミン
グを適切に決定することにより、蒸気を利用するプラント等の稼働率を最大化することが
できる。
【００３５】
　さらに、本発明の蒸気止め弁の蒸気漏れ監視方法は、上述のいずれかの蒸気止め弁の蒸
気漏れ監視方法において、前記集音棒および前記集音器が周方向の少なくとも３箇所以上
の複数箇所に設置され、それらから集音された音から、前記蒸気止め弁の主弁またはパイ
ロット弁の中心の前記弁座の中心からのずれの程度、方向が把握可能とされていることを
特徴とする。
【００３６】
　本発明によれば、集音棒および集音器が周方向の少なくとも３箇所以上の複数箇所に設
置され、それらから集音された音から、蒸気止め弁の主弁またはパイロット弁の中心の前
記弁座の中心からのずれの程度、方向が把握可能とされているため、蒸気漏れの検知に際
して、蒸気漏れを検知すると同時に、蒸気止め弁の主弁やパイロット弁の中心の弁座中心
からのずれの程度、方向を評価することができる。従って、経時的に弁軸中心のずれが拡
大しているか否かを把握し、計画的なメンテナンスにより適切なタイミングでその再調整
を行うことができるとともに、その再調整を容易化することができる。また、この機能を
利用して、蒸気止め弁を僅かに開けて意図的に蒸気をリークさせ、複数の集音棒および集
音器で集音された音の振動数や振幅のアンバランスを小さくするように調整することによ
り、主弁やパイロット弁の弁軸中心のずれが規定値以内であることを確認できるため、蒸
気止め弁の信頼性を向上することができる。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明によると、蒸気止め弁の蒸気漏れ（リーク）による異常発信音を集音棒を介して
外部に取り出し、該音を適宜集音器で集音し解析装置で解析することにより、その周波数
から蒸気止め弁の蒸気漏れ等を高精度で検知することができるため、蒸気止め弁閉鎖時の
蒸気漏れを発生し始めの初期段階で的確に検知し、それに基づき計画的にメンテナンスを
実施することによって、蒸気止め弁の主弁やパイロット弁の弁軸中心の位置ずれ調整やス
ケールの除去を行い、その機能を回復させることができるとともに、突然のメンテナンス
を回避することより、蒸気を利用するプラント等の稼働率を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の第１実施形態に係る蒸気止め弁およびその蒸気漏れ監視システムが組み
込まれる蒸気タービン発電プラントの概略構成図である。
【図２】図１中の蒸気止め弁およびその蒸気漏れ監視システムの構成図である。
【図３】蒸気止め弁からの蒸気漏れ音の一例を示す波形図である。
【図４】本発明の第２実施形態に係る蒸気止め弁の蒸気漏れ監視システムの構成図である
。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　以下に、本発明にかかる実施形態について、図面を参照して説明する。
［第１実施形態］
　以下、本発明の第１実施形態について、図１ないし図３を用いて説明する。
　図１には、本発明の第１実施形態に係る蒸気止め弁およびその蒸気漏れ監視システムが
組み込まれる蒸気タービン発電プラントの概略構成図が示され、図２には、その蒸気止め
弁およびその蒸気漏れ監視システムの構成図、図３には、蒸気止め弁からの蒸気漏れ音の
一例を示す波形図が示されている。
　蒸気タービン発電プラント１は、蒸気発生器であるボイラ２と、このボイラ２で生成さ
れた蒸気により回転駆動される蒸気タービン３と、該蒸気タービン３により回転駆動され
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る発電機４とを備えている。
【００４０】
　ボイラ２で生成された蒸気は、蒸気管５を介して蒸気タービン３に供給されるように構
成されており、その蒸気管５中には、ボイラ２から蒸気タービン３への蒸気の供給を遮断
するための蒸気止め弁６と、蒸気の供給量を調整し、蒸気タービン３の回転数を一定にコ
ントロールするためのガバナ弁７とが設けられている。
【００４１】
　蒸気止め弁６は、図２に示されるように、蒸気入口８から蒸気出口９に至る直角に屈曲
された蒸気流路１０を有し、その屈曲部の出口側に主弁１６用の弁座１１が設けられてい
る弁本体１２と、弁本体１２の外周全体を覆うように設置された保温層１３と、弁本体１
２に対してシール部材１４を介して弁軸線Ｌ方向に摺動自在に嵌合され、弁頭部１５が弁
座１１に当接、離脱することにより、蒸気流路１０を開閉する主弁１６と、主弁１６に対
してシール部材１７を介して弁軸線Ｌ方向に摺動自在に嵌合され、主弁１６内に形成され
た弁座１８に当接、離脱することによって、主弁１６内のパイロット流路１９を開閉する
パイロット弁２０と、を備えている。
【００４２】
　蒸気止め弁６は、公知の如く、図示省略された油圧シリンダ等のアクチュエータにより
回動されるレバーを介して、弁軸線Ｌ方向にスライドされるロッドにパイロット弁２０の
弁棒２１が連結され、該弁棒２１が弁軸線Ｌ方向に摺動されることにより、開閉動作され
るように構成されている。つまり、アクチュエータが作動してパイロット弁２０の弁棒２
１が弁軸線Ｌ上を図２の右方向に摺動されることにより、まず主弁１６内の弁座１８にパ
イロット弁２０が当接してパイロット弁２０が閉鎖され、その状態で更にパイロット弁２
０が主弁１６と共に図２の右方向に移動されることによって、主弁１６の弁頭部１５が弁
座１１に当接し、蒸気止め弁６が閉鎖されるようになっている。
【００４３】
　また、蒸気止め弁６は、アクチュエータが作動してパイロット弁２０の弁棒２１が弁軸
線Ｌ上を図２の左方向に摺動されることにより、まずパイロット弁２０が弁座１８から離
脱してパイロット弁２０が開とされ、更にパイロット弁２０の弁棒２１が図２の左方向に
移動されることにより、弁棒２１に設けられている鍔部２２が主弁１６と係合し、パイロ
ット弁２０と共に主弁１６が図２の左方向に移動されることによって開放される構成とさ
れている。なお、弁棒２１に設けられている鍔部２２は、弁棒２１に段部を設けた構成と
して代替することができる。
【００４４】
　この蒸気止め弁６は、蒸気タービン３が運転されている間、主弁１６およびパイロット
弁２０が共に開とされ、ボイラ２で生成された５００～６００℃程度の高温・高圧の蒸気
を蒸気タービン３に供給する。この際、主弁１６およびパイロット弁２０は、高温・高圧
の蒸気に晒され続けるため、前述の通り、経年変化により主弁１６およびパイロット弁２
０の中心が弁座１１，１８の中心から位置ずれしたり、主弁１６およびパイロット弁２０
に酸化スケールが付着したりすることにより、蒸気止め弁６の閉鎖時、蒸気漏れが発生す
る原因となっていた。
【００４５】
　本実施形態においては、この蒸気止め弁６の蒸気漏れを検知するため、弁本体１２の弁
座１１よりも蒸気流の下流側における弁本体１２の外周面に、蒸気止め弁６の内部で発生
した異常発信音を取り出す集音棒２４を設置し、該集音棒２４の他端部（外端部）に、該
集音棒２４で取り出した音を音波信号に変換して出力する集音器（マイク）２５を設ける
とともに、この集音器２５に接続され、該集音器２５で集音された音をＦＦＴ解析し、そ
の音の周波数から蒸気止め弁６の蒸気漏れを検知する解析装置２６を備えた蒸気漏れ監視
システム２３が組み込まれた構成とされている。
【００４６】
　集音棒２４は、弁本体１２の外周面の弁座１１よりも下流側の表面に、溶接等により密
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着して設置され、保温層１３を貫通して設けられている、熱伝導率の低い耐熱性を有する
ステンレス系材等の低熱伝導金属を用いた中実の円柱あるいは角柱等の棒材であって、熱
伝導を抑制しながら音を伝達できるように、例えば径を５ないし１５ｍｍ程度とした棒材
により構成されている。つまり、集音棒２４は、径が１５ｍｍ以上になると、その断面積
に比例して熱伝導量が増え、外端側に設けられる集音器２５に対して悪影響を及ぼすこと
になり兼ねず、また、５ｍｍ以下になると、音の伝達が急激に低下する。このため、この
種集音棒２４の太さは、経験的にも５ないし１５ｍｍ程度が好ましいと云える。
【００４７】
　また、集音棒２４の長さを、蒸気止め弁６の外周全体を覆っている保温層１３の厚さ寸
法よりも長くし、保温層１３を貫通して外方に突出させておくことにより、保温層１３に
遮られることなく、蒸気止め弁６の内部で発生した異常発信音を外部に取り出し、集音棒
２４の外端側に設けられる集音器２５によって集音することが可能となる。
【００４８】
　さらに、集音器（マイク）２５は、集音棒２４を介して伝播される音を集音し、音波信
号に変換して解析装置２６に出力できるものであれば如何なるものでもよい。但し、集音
棒２４を介して伝導される熱に対し、相応の耐熱性を有するものであることが望ましい。
　また、集音器２５に接続される解析装置２６は、パソコン等により構成されるものであ
って、集音器２５からの音波信号を入力し、それをＦＦＴ解析してその低周波音、高周波
音の変動音圧の周波数、更にはその変動音圧の振動数と振幅を計測し、該計測値と、事前
に把握されている漏れ蒸気量との相関関係から、蒸気止め弁６の蒸気漏れの有無、その部
位および程度を定量的に検知できる構成とされたものである。
【００４９】
　上記の蒸気漏れ監視システム２３は、蒸気止め弁６の内部で発生する異常発信音を常時
監視している。蒸気止め弁６の主弁１６やパイロット弁２０の上流側の蒸気圧は、数ＭＰ
ａ程度の高圧であることから、蒸気止め弁６の閉鎖時に蒸気漏れが発生した場合、それが
微小量であっても勢いのある「シュー」という発信音を伴う。タービン停止時や停止過程
において、蒸気止め弁６の主弁１６やパイロット弁２０が閉となった時、その時点まで発
生していなかった「シュー」という音の発生を検知し、それを解析することにより、蒸気
止め弁６の内部で蒸気漏れが発生していること、更にはその漏れ量の程度等を評価するこ
とができる。
【００５０】
　この「シュー」という高周波発信音は、漏れ蒸気が弁座１１，１８部を通過する際の振
動音であり、主弁１６やパイロット弁２０の弁体がチャタリングを生じて弁座１１，１８
との間で発生する振動音の周波数（数Ｈｚ～数十Ｈｚと低い）とは異なることから、区別
することが可能である。また、この蒸気漏れによる発信音は、蒸気止め弁６の主弁１６や
パイロット弁２０の構造や蒸気漏れ量により異なることから、事前に弁を僅かに開けて蒸
気を意図的にリークさせた状態で、複数の弁開度による「シュー」という発信音の振動数
と振幅を把握しておくことにより、実際の蒸気漏れ発生時における検知を適切に行うこと
が可能となる。
【００５１】
　図３に、上記発信音の一例（波形図）が示されている。
　この「シュー」という発信音は、リークした蒸気が主弁１６、パイロット弁２０の下流
で渦を発生することによる低周波の変動音圧（１）と、リーク蒸気がその弁体隙間を通過
する際に発生する高周波の変動音圧（２）とが重なった発信音となる場合が多い。低周波
の変動音圧（１）の周波数は、蒸気止め弁６の主弁１６とパイロット弁２０の弁構造およ
びサイズにより異なるので、これによって、蒸気漏れが何れの弁からの漏れであるかを判
別することができる。また、高周波の変動音圧（２）の振動数と振幅を計測し、事前に把
握しておいた蒸気漏れ量との相関関係に基づいて、弁開度相当値（漏れ蒸気量の大小に関
連する。）を推定することができる。
【００５２】
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　また、上記した発信音の計測は、タービン停止時の蒸気漏れ有無の確認が必要な時点に
おいて実施すればよい。それ以外のタービン回転時には、蒸気が数百ｔｏｎ／ｈで勢いよ
く流通する状態の音が主発信音となることから、何らかの異常発信音と区分することが困
難となる。従って、この間は集音器（マイク）２５を取り外しておき、振動等による計測
機器の劣化を抑制するため、集音器２５を集音棒２４に対して簡易に着脱できるように設
置しておくことが望ましい。
【００５３】
　以上に説明の構成により、本実施形態によれば、以下の作用効果を奏する。
　上記の蒸気タービン発電プラント１において、ボイラ２で生成された蒸気は、蒸気管５
により蒸気止め弁６およびガバナ弁７を介して蒸気タービン３に供給され、この蒸気で回
転駆動される蒸気タービン３を介して発電機４が回転駆動されることにより、発電が行わ
れる。そして、この蒸気タービン３の運転を停止し、発電を止める場合、蒸気止め弁６を
閉鎖し、蒸気タービン３への蒸気を遮断することによって、蒸気タービン３を停止するよ
うにしている。
【００５４】
　この際、蒸気止め弁６が、弁軸の中心ずれやスケールの付着等により蒸気漏れを発生す
ると、主弁１６および／またはパイロット弁２０と、その弁座１１，１８との間に微小隙
間が生じ、蒸気を完全に遮断することができなくなり、蒸気漏れが発生する。この蒸気漏
れによって、主弁１６およびパイロット弁２０の上流側での蒸気圧が、数ＭＰａ程度の高
圧であるため、それが微小量であっても、勢いのある「シュー」という高周波の異常音を
発生する。
【００５５】
　本実施形態においては、この異常発信音を、蒸気漏れ監視システム２３を構成している
蒸気止め弁６の弁本体１２の弁座１１よりも下流側の外周面に設置されている集音棒２４
により外部に取り出し、その他端部に設けられる集音器（マイク）２５で集音し、その音
を集音器２５に接続されている解析装置（パソコン）２６で解析することによって、その
周波数から蒸気止め弁６の蒸気漏れ等を高精度で検知することができる。
【００５６】
　このため、蒸気止め弁６を閉鎖する時の蒸気漏れ（内部リーク）を、発生し始めの初期
段階で的確に検知し、それに基づいて計画的にメンテナンスを実施することにより、蒸気
止め弁６の主弁１６やパイロット弁２０の弁軸中心の位置ずれ調整やスケールの除去等を
行い、その機能を回復させることができるとともに、突然のメンテナンスを回避すること
よって、蒸気タービン３の稼働率を高めることができる。
【００５７】
　また、上記集音棒２４が、熱伝導率の低い耐熱性を有するステンレス系等の低熱伝導金
属を用いた棒材により構成されているため、５００～６００℃程度の高温・高圧の蒸気が
流通する蒸気止め弁６の弁本体１２から集音棒２４を介して集音器２５に伝導される熱量
を極力抑制することができる。これによって、集音器２５等の計測機器の熱劣化を防止す
ることができると同時に、その耐熱性能を緩和することができる。
【００５８】
　さらに、集音棒２４は、その直径が５ｍｍ～１５ｍｍの中実棒とされているため、集音
棒２４を介して集音器２５に伝導される熱量を極力抑制できると同時に、集音棒２４での
音の低下を防ぐことができる。つまり、集音棒２４が太くなると、その断面積に比例して
集音器２５に伝導される熱量が増加し、集音器２５に対して悪影響及ぼすことになり、ま
た、集音棒２４の太さが５ｍｍ以下になると、音の伝達が急激に低下する。従って、集音
棒２４の径を５ｍｍ～１５ｍｍの適正な太さとすることにより、集音棒２４および集音器
２５による音の検知性能を十分に確保することができる。
【００５９】
　また、本実施形態では、集音器２５が、集音棒２４の外端部に対して着脱自在に設置さ
れている。このため、蒸気タービン停止時の蒸気漏れの有無を確認するとき以外の蒸気タ
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ービン回転時において、集音器２５を集音棒２４から取り外しておくことができる。これ
によって、振動、熱等による集音器２５等の計測機器の劣化を抑え、本監視システム２３
の長寿命化を図ることができる。
【００６０】
　さらに、本実施形態の解析装置２６は、集音器２５により集音された低周波音および高
周波音の変動音圧の周波数から、蒸気止め弁６の主弁１６またはパイロット弁２０の何れ
の弁からの蒸気漏れかが判別可能な構成とされている。このため、蒸気漏れの発生原因が
主弁１６またはパイロット弁２０の何れの弁の調整不良あるいはスケール付着によるもの
かを的確に把握することができ、このように、蒸気漏れの原因を的確に把握することによ
って、メンテナンスを的確化、容易化することができる。
【００６１】
　また、上記解析装置２６は、集音器２５で集音された低周波音および高周波音の変動音
圧の振動数と振幅を計測し、その計測値と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関
係から、蒸気漏れによる弁開度相当値が推定可能な構成とされているため、集音した音の
変動音圧の振動数と振幅の計測値と、事前に把握されている漏れ蒸気量との相関関係に基
づいて、蒸気漏れによる弁開度相当値を推定することにより、弁軸中心のずれやスケール
の付着に起因し、主弁１６およびパイロット弁２０とその弁座１１，１８との間にどの程
度の隙間（弁開度相当値）が生じているかを推定することができる。従って、この弁開度
相当値に基づいて、メンテナンスを実施するタイミングを適切に決定することにより、蒸
気タービン発電プラントの稼働率を最大化することができる。
【００６２】
［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態について、図４を用いて説明する。
　本実施形態は、上記した第１実施形態に対して、集音棒２４および集音器２５を蒸気止
め弁６の弁本体１２の外周面の周方向の少なくとも３箇所以上の複数箇所に所定の間隔で
設置した構成としている点が異なる。その他の点については、第１実施形態と同様である
ので説明は省略する。
　本実施形態では、図４に示されるように、蒸気止め弁６の弁本体１２の弁座１１よりも
蒸気流の下流側において、弁本体１２の外周面にその周方向に等間隔で上下、左右４箇所
に集音棒２４を密着させて設置し、各々の集音棒２４の外端部に集音器（マイク）２５を
設け、各集音器２５を解析装置（パソコン）２６に接続した構成としている。
【００６３】
　そして、上記の解析装置２６は、弁本体１２の外周面の周方向の少なくとも３箇所以上
の複数箇所に設置された集音棒２４および集音器２５により集音された音から、蒸気止め
弁６の主弁１６またはパイロット弁２０の中心の弁座１１および１８の中心からのずれの
程度、方向が把握可能な構成とされている。
【００６４】
　このように、集音棒２４および集音器２５を、弁本体１２の外周面の周方向の少なくと
も３箇所以上の複数箇所に所定の間隔で設置し、その解析装置２６を、その集音棒２４お
よび集音器２５により集音された音から、蒸気止め弁６の主弁１６またはパイロット弁２
０の中心の弁座１１，１８中心からのずれの程度、方向を把握可能な構成とすることによ
って、蒸気止め弁６の蒸気漏れに伴う異常発信音の弁軸に対する周方向の偏りを検知する
ことができるとともに、蒸気止め弁６の主弁１６やパイロット弁２０の中心の弁座中心か
らのずれの程度、方向を評価することが可能となる。
【００６５】
　従って、経時的に弁軸中心のずれが拡大しているか否かを把握し、計画的なメンテナン
スにより適切なタイミングで弁軸中心のずれを再調整することができるとともに、その再
調整を容易化することができる。また、この機能を利用することによって、蒸気止め弁６
を僅かに開けて意図的に蒸気をリークさせ、複数の集音棒２４および集音器２５で集音さ
れた音の振動数や振幅のアンバランスを小さくするように調整することにより、主弁１６
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弁６の信頼性を向上することができる。
【００６６】
　なお、本発明は、上記実施形態にかかる発明に限定されるものではなく、その要旨を逸
脱しない範囲において、適宜変形が可能である。例えば、上記実施形態では、集音棒２４
および集音器２５を上下、左右の４箇所に設けた例について説明したが、等間隔で３箇所
あるいは５箇所以上に設けてもよく、これによっても実質的に同一の効果が得られるもの
と考える。また、上記実施形態では、集音棒２４の太さを丸棒とした場合の径で特定した
例について説明したが、角柱とした場合、相当する平行面間の寸法等で特定すればよい。
【００６７】
　さらに、上記実施形態では、蒸気タービン３に蒸気を供給する蒸気管５に設けられる蒸
気止め弁６に適用した例について説明したが、本発明は、このようなものに限定されるも
のではなく、様々な蒸気配管に設けられる蒸気止め弁、蒸気遮断弁全般に広く適用できる
ものである。また、上記実施形態では、パイロット弁２０を有する蒸気止め弁６の例につ
いて説明したが、パイロット弁２０を有していない弁にも同様に適用できることは云うま
でもない。
【符号の説明】
【００６８】
３　蒸気タービン
５　蒸気管
６　蒸気止め弁
１１　弁座
１２　弁本体
１６　主弁
１８　弁座
２０　パイロット弁
２３　蒸気漏れ監視システム
２４　集音棒
２５　集音器（マイク）
２６　解析装置（パソコン）
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